
証券コード８８９８

2022年６月７日

株 主 各 位

東京都港区北青山二丁目12番16号

株式会社センチュリー21 ・ジャパン
代表取締役社長 園 田 陽 一

第39期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社の第39期定時株主総会を2022年６月22日（水）に開催致しますので、ご
通知申し上げます。

なお、本株主総会におきましても、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、昨

年同様、適切な感染防止策を実施したうえで、開催させていただきます。

そのため、会場の座席数を大幅に少なくしておりますので、昨年同様、極力書面に

よる事前の議決権行使をご検討いただき、株主総会当日のご来場をお控えいただきま

すようお願い申し上げます。

つきましては、誠にお手数ながら、後記の「株主総会参考書類」をご検討下さいま
して、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、2022年６月21日（火）午後５
時30分までに折り返しご送付下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1. 開 催 日 時 2022年６月22日（水曜日）午前10時30分（受付開始 午前10時）

2. 開 催 場 所 東京都港区北青山三丁目６番８号
ザ ストリングス 表参道 １階 グランドセントラル

株主様同士のお席の間隔を広く取るため、十分な席数が確保
できない可能性がございます。そのため、当日ご来場いただい
ても入場をお断りする場合がございます。予めご了承のほど、
よろしくお願い申し上げます。

また、当社役員につきましても、一部の役員のみの出席やオ
ンラインによる出席とさせていただく可能性がございます。

3. 会議の目的事項

(1) 報 告 事 項 第39期（自2021年４月１日 至2022年３月31日）事業報告、
計算書類 報告の件

(2) 決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件
第４号議案 監査役３名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
⦿当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますよう

お願い申し上げます。

⦿株主総会参考書類、事業報告及び計算書類の内容について、株主総会の前日までに修正をすべ

き事情が生じた場合には、当社ホームページ(https://www.century21japan.co.jp/news/) に

おいて、掲載することによりお知らせ致します。
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＜株主の皆様へのお願い＞

・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、やむなく会場や
開始時刻の変更など、上記対応を更新する場合がございます。その場合は、インタ
ーネット上の当社ＷＥＢサイトに掲載致しますので、発信情報をご確認下さいます
よう、併せてお願い申し上げます。

・ご来場の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申し上げます。

・会場入口付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備致します。

・会場受付付近で検温させていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思わ
れる方、海外から帰国されてから７日間が経過していない方、マスクを着用されな
い方等は、入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。
なお、海外から帰国されてから７日間が経過していない株主様は、受付でお申し出
いただきますようお願い致します。

・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対させ
ていただきます。

・本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催時間を短縮する観
点から、議場における報告事項（監査報告を含む）及び議案の詳細な説明は省略さ
せていただく可能性がございます。株主の皆様におかれましては、事前に招集通知
にお目通しいただけますようお願い申し上げます。

＜当社 株主総会関連情報発信ＷＥＢサイト／ＱＲコード＞

https://www.century21japan.co.jp/news/

― 3 ―

2022年05月24日 17時11分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(添付書類)
第39期 事業報告

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当事業年度における我が国経済は、昨年に引き続き新型コロナウイルス感染

症の影響により厳しい状況にあるなか、企業収益においては持ち直しの動きも

みられました。また、景気については、ワクチン接種率の上昇とともに一部改

善の兆しもみられましたが、雇用情勢や個人消費においては弱い動きが継続し

ました。段階的な入国制限の緩和等により、順次景気が持ち直していくことが

期待されますが、今後も国内外の感染症の動向はもとより東欧情勢や金融資本

市場の変動等の影響を注視する必要があります。

不動産流通業界は、低水準の住宅ローン金利に下支えされ購入需要は底堅い

ものの、特に都市部において中古住宅の新規登録数の減少に伴う在庫不足と新

築住宅市場の高騰に牽引された取引価格上昇が見られました。また、海外の需

給環境の影響もあり建築資材価格の高騰が続く等、先行きは不透明な状況にあ

ります。

このような事業環境の中、当社としては既存フランチャイズ事業の強化と市

場競争力の向上を図るため、加盟店舗数の拡大と、個別加盟店の売上増加に資

する諸施策に取り組んでまいりました。

まず、加盟店における物件獲得強化策として、株式会社インテリックスとの

提携による既存のリースバックサービスに加え、一建設株式会社との提携によ

る取組を開始し、サービスの拡充を図りました。

また、加盟店向けに新基幹システム「Connect21」の提供を開始いたしまし

た。本システムによって一部銀行振込が必要であった費目を自動引落に移行し、

加盟店における事務効率がアップしております。加えて、加盟店における情報

セキュリティ強化の一環としてクラウドストレージサービスの紹介とe-ラーニ
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ングを活用した従業員教育サービスを提供いたしました。更に、ネットを介し

た誹謗中傷防衛策としてＷＥＢ24時間監視システムの利用を開始致しました。

一方、加盟店の採用支援強化として、2020年に開設いたしましたＹｏｕＴｕ

ｂｅの「不動産ＣＨＡＮＮＥＬ」において累計160本以上の動画を公開するなど

コンテンツの拡充を図ることにより、閲覧数及びチャンネル登録者数は着実に

増加しており、求職者に加盟店への応募を促してまいりました。

広告戦略としては、2021年４月より、新たなイメージキャラクターとして、

長年にわたり親しまれているケイン・コスギさんに加え、２代目“センチュリ

ー21ガール” 稲村亜美さんと、ファミリー層に人気の高い「クレヨンしんち

ゃん」を起用した新ＣＭを制作し、全国で放映を開始しました。

さらに、サステナビリティに関する取組みにも着手いたしました。センチュ

リー21のブランドの象徴でもあるゴールデンジャケットに環境配慮型素材ＲＥ

ＮＵの一部導入を決定し、加盟店に提供を開始いたしました。加えて、脱炭素

社会の実現のため、加盟店で物件を契約されたお客様向けに再生可能エネルギ

ー「スマ電ＣＯ２ゼロ」の電気料金プランの提供を開始いたしました。

このような状況のもとで、当社の事業の成果といたしましては、営業収益は、

3,726百万円（前年同期比3.6％減）、営業利益は867百万円（同8.1％減）、経常

利益は914百万円（同10.6％減）となりましたが、当事業年度に投資有価証券売

却益65百万円を特別利益に計上したこともあり、当期純利益は741百万円（同

5.2％増）となりました。結果、当期は、減収・増益となりました。
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（サービスフィー）
サービスフィー収入は全体で3,099百万円（前年同期比3.8％増）となりました。

地域別には、首都圏は1,765百万円（同2.2％増）、関西圏は934百万円（同2.8％
増）、中部圏は206百万円（同8.1％増）、九州圏が149百万円（同26.8％増）、北海
道が44百万円（同7.3％増）となりました。

（ＩＴサービス）
ＩＴサービス収入は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020

年３月31日）等を当事業年度の期首から適用しており、代理人取引のグロス収益
計上からネット収益計上へ変更したため、343百万円（前年同期比46.9％減）とな
りました。

（加盟金）
当期中に76店舗の新規加盟があり、加盟金収入は208百万円（前年同期比24.4％

増）となりました。一方、当期中に74店舗の退会がありましたので２店舗の純増
となり、2022年３月31日現在の加盟店舗数は991店舗となりました。

（その他）
その他の手数料は全体で75百万円（前年同期比12.7％増）となりました。主な

内訳は、保険手数料が13百万円（前年同期比26.7％減）、住宅ローン代理店手数料
は19百万円（同11.9％増）となりました。

(単位：千円)

区 分
前 期 当 期 前年同期比増減(△)

金額 構成比 金額 構成比 金額 比率

サービスフィー 2,985,870 77.2% 3,099,671 83.2% 113,801 3.8%

ＩＴサービス 646,872 16.7% 343,326 9.2% △303,545 △46.9%

加盟金 167,604 4.4% 208,466 5.6% 40,862 24.4%

その他 66,907 1.7% 75,406 2.0% 8,498 12.7%

合計 3,867,254 100.0% 3,726,871 100.0% △140,383 △3.6%
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(2) 経営方針と対処すべき課題

当社のおかれた不動産流通業界は我が国の少子高齢化、グローバル化など社会

構造の変化が不可避である中、不動産サービスにおいても新しい生活スタイルや

価値観への対応が問われてくるものと考えます。一方で昨今のＩＴ化の進展・拡

大の中で、一昨年来の新型コロナウイルス感染拡大への対応により、取引のオン

ライン化を中心としたデジタル技術による業務改革が急速に進みつつあり、より

効率的な営業が求められる時代へと変化しつつあります。同時にフランチャイズ

全体としてはデジタル技術を活用し広域をカバーするビジネスへの対応を迫られ

ると共に、地域に根差し地域に貢献するビジネスの深耕も求められております。

そのような環境下、当社は以下を経営方針といたします。

1. すべてのステークホルダーの利益を前提とした事業活動を推進する。

2. センチュリー21グループ全体で不動産流通市場の拡大・活性化の一翼を担い、

顧客の生活基盤の維持と、住み続けられるまちづくりに貢献する。

この経営方針のもと、当社が対処すべき課題を以下の通りと認識しております。

①既存フランチャイズ事業の強化と市場競争力の向上

ⅰ）フランチャイズ加盟店網拡大及び加盟店売上増加に資する施策の着実な実

行

ⅱ）加盟店の営業力強化に向けた人材採用・教育支援強化

ⅲ）加盟店の業務効率化に向けたＩＴ活用、ＢＰＯ等の支援拡大

②フランチャイズネットワークを活かした成長への布石

ⅰ）国際的ブランド「センチュリー21」の海外ネットワーク活用による加盟店

のグローバル取引の支援・活性化

ⅱ）高齢者向けビジネスへの取組

ⅲ）加盟店含む不動産事業者の事業承継問題への対応

ⅳ）当社フランチャイズビジネスとのシナジーが高い事業や企業に対する事業

投資や業務提携の推進

ⅴ）環境配慮型住宅の取扱い等の事業活動を通じたサステナブルな社会の実現

への貢献
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③成長の基盤となる社内体制の構築

ⅰ）コーポレートガバナンスと内部管理体制の強化

ⅱ）人材活性化、業務能力・モチベーション向上を企図した社員研修・教育の

充実と新人事評価制度運用

ⅲ）業務効率の向上と柔軟な働き方の実現に向けた業務のオンライン化、アウ

トソーシングの推進

ⅳ）セキュリティ強化、業務効率化、データの有効活用などを目的とした業務

基幹システム運用

上記諸施策を着実に実行することが、業界内での競争力を高め、新規加盟を促

進するとともに既存店の退会を抑制し、センチュリー21フランチャイズシステム

の更なる規模の拡大及び企業の持続的成長につながるものと考えております。

株主の皆様におかれましては、引き続き一層のご指導ご鞭撻を賜りますようよ

ろしくお願い申し上げます。
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(3) 設備投資等及び資金調達の状況

① 設備投資等の状況

当期の有形固定資産の取得は123百万円、並びに無形固定資産の取得は589百

万円であります。その主なものとしては、有形固定資産については、オフィス

レイアウト変更工事であり、無形固定資産については、基幹システム開発費用

であります。

② 資金調達の状況

すべて自己資金により賄いました。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

特記すべき事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

特記すべき事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

特記すべき事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

特記すべき事項はありません。
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(8) 財産及び損益の状況の推移

(単位：百万円)

区 分
第 36 期
(2018年度)

第 37 期
(2019年度)

第 38 期
(2020年度)

第 39 期
(2021年度)

営 業 収 益 4,151 4,113 3,867 3,726

経 常 利 益 1,278 1,171 1,023 914

当 期 純 利 益 815 585 705 741

１株当たり当期純利益 77円06銭 55円34銭 67円23銭 71円13銭

総 資 産 6,946 6,872 7,097 7,190

純 資 産 6,044 6,111 6,237 6,150

（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。

2. 当事業年度（第39期）より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３

月31日）等を適用しており、当事業年度（第39期）の財産及び損益の状況については、当

該会計基準等を適用した後の数値を記載しております。

(9) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

④ その他

該当事項はありません。
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(10) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

不動産仲介業のフランチャイズ本部として行う次に掲げる事業

① 加盟店の経営者、管理者並びに営業スタッフに対する教育・研修

② 各種情報システムの提供

③ マスメディア並びにウェブによる共同広告の実施

④ 加盟店及び加盟店の顧客に対する金融・保険サービスの斡旋

⑤ その他加盟店をバックアップするための各種サービス

(11) 主要な営業所（2022年３月31日現在）

本 社 東京都港区北青山二丁目12番16号 北青山吉川ビル７階

大 阪 支 店 大阪市北区角田町８番１号 梅田阪急ビルオフィスタワー23階

名古屋支店 名古屋市中区錦一丁目５番11号 名古屋伊藤忠ビル５階

九 州 支 店 福岡市博多区博多駅前三丁目２番１号 日本生命博多駅前ビル13階

北海道支店 札幌市中央区北三条西三丁目１番地 大同生命札幌ビル14階

(12) 従業員の状況（2022年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数

96名 11名増 46.6才 9.3年

(注) 1.従業員数には執行役員４名が含まれております。

2.従業員数には執行役員兼務取締役２名並びに臨時従業員11名は含まれておりません。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 25,000,000株

(2) 発行済株式総数 10,422,403株

(自己株式 902,597株を除く)

(3) 株主数 11,595名

(4) 大株主

株 主 名 持株数 持株比率

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 5,107,000株 49.0％

中央日本土地建物株式会社 700,000 6.7

三井住友信託銀行株式会社 500,000 4.8

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 240,000 2.3

和 田 昌 彦 229,000 2.2

東京海上日動火災保険株式会社 200,000 1.9

田 辺 幸 子 150,200 1.4

東 俊 秀 106,000 1.0

B B H F O R F I D E L I T Y L O W - P R I C E D

99,186 1.0S T O C K F U N D ( P R I N C I P A L

A L L S E C T O R S U B P O R T F O L I O )

株式会社ハートアセットマネジメント 90,000 0.9

（注） 持株比率は、自己株式（902,597株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

― 12 ―

2022年05月24日 17時11分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



3. 会社役員に関する事項（2022年３月31日現在）

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 園 田 陽 一 代表取締役社長 兼 社長執行役員

取 締 役 細 谷 直 樹

執行役員 フランチャイズサポート本部長

兼 ＩＴサポート部長

兼 ＦＣコンサルティング部長

兼 お客様相談室長

取 締 役 荒 木 稔 執行役員 企画本部長

取 締 役 赤 松 和 人
伊藤忠商事株式会社 建設第二部長

株式会社マーキュリアホールディングス社外取締役

取 締 役 初 澤 剛

中央日本土地建物株式会社 専務執行役員

中央日土地レジデンシャルサービス株式会社

代表取締役社長

取 締 役 筒 井 澄 和 株式会社三井住友トラスト基礎研究所 顧問

監 査 役 高 木 聡

監 査 役 清 家 隆 太
伊藤忠商事株式会社

住生活事業・リスク管理室長

監 査 役 吉 澤 航

吉澤公認会計士事務所代表

ブライト・パートナーズ株式会社 代表取締役

ハイアス・アンド・カンパニー株式会社

社外取締役（監査等委員）

（注）1. 当事業年度中の取締役の異動は、次のとおりであります。

①2021年６月23日開催の定時株主総会にて赤松和人が新たに取締役に就任しております。

②2021年６月23日開催の定時株主総会にて長田邦裕が任期満了により退任しております。

2. 取締役赤松和人、取締役初澤剛、取締役筒井澄和の３氏は、会社法第２条第15号に定める

社外取締役であります。なお、当社は同３氏との間で損害賠償責任の限度額を法令の定め

る最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。

3. 監査役高木聡、監査役清家隆太、監査役吉澤航の３氏は、会社法第２条第16号に定める社

外監査役であります。なお、当社は同３氏との間で損害賠償責任の限度額を法令の定める

最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。

4. 社外取締役初澤剛氏、社外取締役筒井澄和氏、社外監査役吉澤航氏は株式会社東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引所に届け出ております。

5. 監査役吉澤航氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
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6. 当事業年度末日後に生じた取締役の重要な兼職の異動は、次のとおりであります。

氏名
重要な兼職の状況

異動年月日
変更後 変更前

細 谷 直 樹
取締役
兼 執行役員営業本部長

取締役
兼 執行役員フランチャ
イズサポート本部長
兼 ＩＴサポート部長
兼 ＦＣコンサルティング部長
兼 お客様相談室長

2022年４月１日

荒 木 稔

取締役
兼 執行役員経営管理本部長
兼 法務ガバナンスビジ
ネスユニット長

取締役
兼 執行役員 企画本部長 2022年４月１日

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役および社外監査役との間で、損害賠償責任の限度額を法令の

定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。

(3) 補償契約の内容の概要

該当事項はありません。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、取締役、監査役、執行役員および管理職従業員を被保険者とする役員

等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者である取締役、

監査役、執行役員および管理職従業員がその職務の執行に関し責任を負うこと又

は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該

保険契約により補填することとしております。但し、故意又は重過失に起因して

生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。
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(5) 取締役及び監査役の報酬等

①取締役の個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定方針に関する事項

ⅰ）基本方針

当社の取締役の報酬については、会社の業績、業績貢献度、世間水準、他社

水準及び会社内バランス等を勘案した報酬体系としており、個々の取締役の報

酬の決定に際しては、役位・職責を踏まえた水準とすることを基本方針として

おります。具体的には、業務執行取締役の報酬は、基本報酬分および業績連動

報酬分を合計し、それらを12等分した金額を月例の報酬として支払うこととし

ております。また、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、

基本報酬のみを支払うこととしております。

ⅱ）基本報酬分(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の基本報酬分は、役位、職責に応じて他社水準を考慮しながら、

総合的に勘案して決定するものとしております。

ⅲ）業績連動報酬分の額または算定方法の決定に関する方針

業績連動報酬分は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、業

績指標(ＫＰＩ：当期純利益の前年比・予算比)に対する達成度を反映した現金

報酬としております。その算定方法としては、定量評価（ＫＰＩを基に予め定

めた手法）と定性評価（業界ポジション、将来の布石等の定性項目)を基にイン

センティブ料率を算定し、それを標準額に乗じて算出しております。

なお、当事業年度を含む当期純利益の推移は、「1.会社の現況に関する事項」

の「(8)財産及び損益の状況の推移」に記載のとおりです。

ⅳ）基本報酬分、業績連動報酬分の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する

割合の決定方針

取締役の報酬の種類ごとの比率の目安は、基本報酬分：業績連動報酬分＝

（６～７）：（４～３）としております。

ⅴ）当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うもので

あると取締役会が判断した理由

当社においては、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内で、代表取締役

社長が作成した報酬案を、取締役会において決定方針との整合性を含め検討の

うえ、承認・決定していることから、その内容は決定方針に沿うものであると

判断しております。
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②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2010年６月17日開催の第27期定時株主総会におい

て年140百万円以内（うち、社外取締役は20百万円以内）と決議されております

（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該定時株主総会終結時点の

取締役の員数は10名（うち、社外取締役は３名）です。

監査役の金銭報酬の額は、2009年６月18日開催の第26期定時株主総会におい

て年18百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の

員数は４名です。

③取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長園田陽一が

その具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役

の基本報酬分の額及び各取締役の担当業務の考課を踏まえた業績連動報酬分の

額を決定しております。

なお、代表取締役社長に委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取

締役の担当セクションや職責の評価を行う者として、代表取締役社長が最も適

しているからであります。

④取締役及び監査役の報酬等の総額等

区分
人数

(人)

報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)

基本報酬
業績連動

報酬等
非金銭報酬

取締役 ７ 53,395 47,428 5,967 －

(うち社外

取締役)
( ３ ) ( 6,900 ) ( 6,900) － －

監査役 ３ 17,760 17,760 － －

(うち社外

監査役)
( ３ ) (17,760) (17,760) － －

(注) 期末現在の人員数は取締役６名、監査役３名であります。なお、上記の支給人員には、2021年

６月23日開催の第38期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役１名を含んでおりま

す。
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(6) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先と当社との関係

伊藤忠商事株式会社は、当社の発行済株式（自己株式を除く）の49.0％を保

有する大株主であります。

当社と株式会社マーキュリアホールディングスとの間には、特別の関係はあ

りません。

中央日本土地建物株式会社は、当社の発行済株式（自己株式を除く）の6.7％

を保有する大株主であります。

当社と中央日土地レジデンシャルサービス株式会社との間には、特別の関係

はありません。

当社と株式会社三井住友トラスト基礎研究所との間には、特別の関係はあり

ません。

当社と吉澤公認会計士事務所との間には、特別の関係はありません。

当社とブライト・パートナーズ株式会社との間には、特別の関係はありませ

ん。

当社とハイアス・アンド・カンパニー株式会社との間には、特別の関係はあ

りません。

②主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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③当事業年度における活動状況

イ.取締役会等への出席状況及び発言状況

氏名 出席の状況 取締役会等における主な活動状況

赤松 和人

（社外取締役）

取締役会100%

（就任後開催

13回中13回）

総合商社で担当した多数の不動産関連ビジネス並びに経

営企画部署での業務経験を通じて培った知見に基づき、

特に事業戦略や経営全般の強化について積極的に意見を

述べるなど、経営の客観性や中立性の観点から議案審議

等に必要な発言を適宜行っています。

初澤 剛

（社外取締役）

取締役会100%

（15回中15回）

金融業界及び不動産業界で長年培ってきた見識に加え、

企業の経営層としての経験に基づき、特に事業環境やリ

スク管理をはじめとするガバナンスについて積極的に意

見を述べるなど、経営の客観性や中立性の観点から議案

審議等に必要な発言を適宜行っています。

筒井 澄和

（社外取締役）

取締役会100%

（15回中15回）

金融業界で長年培ってきた見識に加え、企業の経営層と

しての経験に基づき、特に財務戦略、経営環境やリスク

管理をはじめとするガバナンスについて積極的に意見を

述べるなど、経営の客観性や中立性の観点から議案審議

等に必要な発言を適宜行っています。

高木 聡

（社外監査役）

取締役会100%

（15回中15回）

監査役会100%

（13回中13回）

伊藤忠商事株式会社の管理部門並びに伊藤忠グループの

主要事業会社で長年培ってきた専門的な知識・経験等に

基づき経営管理の観点から議案審議等に必要な発言を適

宜行っています。

清家 隆太

（社外監査役）

取締役会100%

（15回中15回）

監査役会100%

（13回中13回）

伊藤忠商事株式会社 住生活事業・リスク管理室長として

の見地より、経営の客観性や中立性の観点から議案審議

等に必要な発言を適宜行っています。

吉澤 航

（社外監査役）

取締役会100%

（15回中15回）

監査役会100%

（13回中13回）

公認会計士としての専門的見地より、経営の客観性や中

立性の観点から議案審議等に必要な発言を適宜行ってい

ます。

ロ.当社の親会社又は当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬

等の額

該当事項はありません。

ハ.社外役員の意見により変更された事業の方針又はその事実

該当事項はありません。

ニ.当社の不当又は不正な業務執行に関する対応の概要

該当事項はありません。
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4. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る報酬等の額

22,300千円

②当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

22,300千円
（注）1. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の

推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の

妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を

行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法

に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告致します。

なお、監査役会は会計監査人の監査の適正性及び信頼性が確保できないと認め

たとき、その他その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査

人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づ

き、当該議案を株主総会に提出致します。
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5. 会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

当社役職員は、当社の法令等遵守規則「コンプライアンス・プログラム」に則

り、法令・定款等の遵守及び企業倫理に沿った活動の実践・継続を行います。代

表取締役社長が繰り返しその精神を役職員に伝えることにより、企業倫理・法令

遵守等を当社のあらゆる企業活動の前提とすることを周知徹底します。あわせて

代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を組織します。また、チ

ーフ・コンプライアンス・オフィサー（ＣＣＯ）を任命し、会社のコンプライア

ンスの取組みを横断的に統括することとします。

当社役職員は、法令違反等疑義がある行為等を発見した場合、通常のレポーテ

ィングラインを経由しＣＣＯに、またはホットラインに通報するものとします。

法令違反等疑義のある行為等の報告・通報を受けたＣＣＯは内容を調査し、再発

防止を担当部署と協議のうえ決定し、全社にその内容を周知徹底します。

なお、通報者に対しては通報したことによる身分・処遇等に係わる不利益を被

らないことを会社が保証します。また、役職員に重大な法令・定款違反行為等が

確認された場合には、ＣＣＯから取締役会に具体的な処分の答申を行います。

また当社には社長直轄の監査部を設置しております。監査部は、「監査規程」に

基づき業務全般に関し、法令・定款及び社内規程の遵守状況、職務の執行の手続

き及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施し、社長及び監査役に対

し、その結果を報告することとしております。また、監査部は、内部監査により

判明した指摘・提言事項の改善履行状況についても、フォローアップ監査を実施

します。
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②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、取締役の職務執行に係る情報が記載された文書（電磁的記録を含む。

以下同じ。）を、関連資料とともに、「文書管理規程」の定めるところに従い、適切

に保存し管理します。なお、主要な文書には、次のものがあります。

1.株主総会議事録

2.取締役会議事録

3.取締役を最終決裁権者とする稟議書（社内申請書）

4.取締役を最終決裁権者とする契約書

5.会計帳簿、計算書類、出入金伝票

6.税務署その他官公庁、証券取引所に提出した書類の写し

7.その他文書管理規程に定める文書等

文書保管の期間・場所は、文書管理規程の定めによるものとします。

なお、取締役及び監査役から要請があった場合、いつでも閲覧が可能となるよ

う整備します。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社では、センチュリー21というブランドの維持が経営の最重要課題であるこ

とを認識し、リスク管理を行っております。

具体的にはコンプライアンス、情報セキュリティ、環境、その他様々なリスク

に係る管理については、基本的にそれぞれの担当部署を管掌する執行役員が行い、

新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる執行役員を定めるこ

ととします。

一方、組織横断的リスクの管理及び全体的な対応については、ＣＣＯが行いま

す。

各執行役員及びＣＣＯはリスク管理に関する重要事項については速やかに代表

取締役社長に報告するものとし、代表取締役社長は重大なものについて取締役会

に報告するものとします。

ＣＣＯは、有事の際に、代表取締役社長の指揮のもと、事態の予測影響度合い

に応じ、予め定められた危機管理チームを立ち上げ、迅速かつ適切な情報伝達と

対応ができるよう、緊急体制を整備します。
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1.次の経営管理システムを使うことにより、取締役の職務執行の効率化を図り

ます。

①執行役員制度をとることにより、業務執行権限を執行役員に委譲し迅速な

意思決定を図ります。

②当社役職員が共有する全社的な目標を定め、その浸透を図ると共に、目標

達成に向け３事業年度を期間とする中期経営計画を策定します。

③取締役会は、中期経営計画を具体化するため、毎期、事業部署毎の業績目

標と予算を設定します。設備投資、新規事業については、原則として中期

経営計画の目標達成への貢献を基準にし、その優先順位を決定します。同

時に各部署への効率的な人的資源の配分を行います。

④各事業部署を管掌する執行役員は、各事業部署が実施すべき具体的な施策

及び権限委譲を含めた効率的な業務遂行体制を決定します。

⑤月次の業績はＩＴを積極的に活用した会計システムにより、月次で迅速に

管理会計としてデータ化し、経営会議及び取締役会に報告します。

⑥取締役会あるいは経営会議は、毎月この結果をレビューし、各事業部署管

掌の主管者に目標未達要因の分析、その要因を排除・低減する改善策を報

告させ、各事業部署が実施すべき具体的施策及び権限委譲を含めた効率的

な業務遂行体制に改善します。また、必要に応じて目標を修正することが

あります。

⑦これらの結果は適正に取締役の報酬その他における評価に反映させます。

2.適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、「業務分掌規程」、「職務権限規

程」等、各種社内規程を整備し、各取締役の権限及び責任の明確化を図りま

す。

3.当社の企業理念、経営計画等につき投資家その他のステークホルダーの理解

を得ることで、当社の事業が効率的に運営できるよう、適時情報開示を実施

すると共に、ＩＲ説明会等へのサポートを実施します。代表取締役社長は、

率先して当社のスポークスマンを務めます。
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⑤財務報告が適正に行われること、及び適時適正開示が行われることを確保する

ための体制

代表取締役社長及び最高財務責任者は、適正な財務報告の作成が会社にとっ

て最重要事項であることを全社員に認識させるため、会議での指示・訓辞等必

要な意識付けを図るとともに、「経理規程」及びその他社内規程を整備し、会計

基準その他関連する諸法令を遵守し財務報告の適正性を確保するための体制の

充実を図ります。

⑥当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制

当社には、親会社及び子会社が存在しないので該当事項はありません。

⑦監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項

監査役会の職務を補助すべき使用人を置かないことを取締役会で決議してい

ます。

⑧前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

補助者は置かないと決めているので、補助者の独立性に関する事項はありま

せん。

⑨取締役及び使用人が監査役（会）に報告するための体制その他の監査役 (会）

への報告に関する体制

取締役及び使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社に著しい

損害を与える恐れのある事実、法令に違反する事実等を発見したときは、その

内容を速やかに報告します。また、報告の方法（報告者、報告受領者、報告時

期等）については、取締役と監査役会の協議により決定します。
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⑩その他監査役（会）の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1.監査部と監査役との連携

監査部は、監査役との間で、各事業年度における内部監査計画を協議すると

ともに、定期的に会合を持ち、内部監査結果及び指摘・提言事項等について

協議及び意見交換をするなど、密接な情報交換及び連携を図ります。

2.外部専門家の起用

監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、

コンサルタントその他の外部専門家を独自に起用します。

3.取締役会による業務執行取締役及び重要な使用人から個別ヒアリングの機会

並びに代表取締役社長、監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換を開催

します。

⑪反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会に脅威を与える反社会的勢力に対して毅然として対応し、

一切の関係を遮断することを基本方針としております。また、反社会的勢力か

らの不当要求に対しては、警察当局や顧問弁護士等の外部専門機関との連携を

図ることにより対応致します。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

①内部統制システム全般

当社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の監査部がモニタリン

グし、改善を進めております。

②コンプライアンス

当社は、役職員に対し、コンプライアンスについて、社内研修での教育及び

会議での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取組を継続的に行ってお

ります。

また、当社は内部情報提供制度（ホットライン）規程を設けており、コンプ

ライアンスの実効性向上に努めております。

③リスク管理体制

リスク管理については、それぞれの担当部署を管掌する執行役員が行い、コ

ンプライアンス委員会において全社的な対応及び情報共有を行いました。

④内部監査

監査部が作成した内部監査計画に基づき、当社の内部監査を実施致しました。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基

本方針については、特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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貸 借 対 照 表

2022年３月31日現在
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産

現金及び預金
営業未収入金
有 価 証 券
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建物附属設備
工具、器具及び備品
リ ー ス 資 産

( 4,816,126)
1,550,437
463,946

2,700,000
29,847
118,555
△46,660

( 2,374,069)
( 147,032)

93,670
51,279
2,082

流 動 負 債 ( 874,112)
営 業 未 払 金 143,552
リ ー ス 債 務 1,292
未 払 金 102,570
未 払 費 用 115,670
未払法人税等 20,367
契 約 負 債 390,450
預 り 金 28,408
賞 与 引 当 金 71,800

固 定 負 債 ( 165,704)
リ ー ス 債 務 880
退職給付引当金 133,637
リフォーム保障引当金 28,786

無形固定資産

ソフトウエア

ソフトウエア仮勘定

電 話 加 入 権

( 863,241)

835,296

25,978

1,966

資産除去債務 2,400

負 債 合 計 1,039,816

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 ( 5,811,623)

資 本 金 ( 517,750)
資 本 剰 余 金 ( 168,570)

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

固定化営業債権

長期前払費用

繰延税金資産

差 入 保 証 金

貸 倒 引 当 金

( 1,363,795)

930,150

276,184

37,006

86

68,550

89,008

△37,190

資 本 準 備 金 168,570
利 益 剰 余 金 ( 5,824,130)
利 益 準 備 金 30,724
その他利益剰余金 5,793,405

繰越利益剰余金 5,793,405
自 己 株 式 ( △698,827)

評価・換算差額等 ( 338,756)
その他有価証券評価差額金 338,756

純 資 産 合 計 6,150,379

資 産 合 計 7,190,195 負債・純資産合計 7,190,195
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損 益 計 算 書

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益

サ ー ビ ス フ ィ ー 収 入 3,099,671

Ｉ Ｔ サ ー ビ ス 収 入 343,326

加 盟 金 収 入 208,466

そ の 他 75,406 3,726,871

営 業 費 用

営 業 原 価 949,770

営 業 総 利 益 2,777,100

販売費及び一般管理費 1,909,864

営 業 利 益 867,235

営 業 外 収 益

受 取 利 息 512

受 取 配 当 金 31,692

受 取 事 務 手 数 料 12,166

為 替 差 益 462

そ の 他 3,090 47,924

営 業 外 費 用

支 払 利 息 82

支 払 手 数 料 135 218

経 常 利 益 914,941

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 65,083 65,083

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 980,025

法人税、住民税及び事業税 187,032

法 人 税 等 調 整 額 51,597

当 期 純 利 益 741,395
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株主資本等変動計算書

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 517,750 168,570 168,570

会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した当期首残高 517,750 168,570 168,570

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - -

当 期 末 残 高 517,750 168,570 168,570

(単位：千円)

株 主 資 本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 30,724 5,846,612 5,877,336 △698,773 5,864,883

会計方針の変更による累積的影響額 △273,479 △273,479 △273,479

会計方針の変更を反映した当期首残高 30,724 5,573,133 5,603,857 △698,773 5,591,404

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △521,122 △521,122 △521,122

当 期 純 利 益 741,395 741,395 741,395

自 己 株 式 の 取 得 △53 △53

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - 220,272 220,272 △53 220,219

当 期 末 残 高 30,724 5,793,405 5,824,130 △698,827 5,811,623
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(単位：千円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 372,959 372,959 6,237,842

会計方針の変更による累積的影響額 △273,479

会計方針の変更を反映した当期首残高 372,959 372,959 5,964,363

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △521,122

当 期 純 利 益 741,395

自 己 株 式 の 取 得 △53

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

△34,203 △34,203 △34,203

当 期 変 動 額 合 計 △34,203 △34,203 186,015

当 期 末 残 高 338,756 338,756 6,150,379
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券

市場価格のない株式等

以外のもの

市場価格のない株式等

決算期末日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

1) 有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

① 2007年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。

② 2007年４月１日以降に取得したもの

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法によっており

ます。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

2) 無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

ソ フ ト ウ エ ア 社内における見積利用可能期間（５年）による定額法を採用してお

ります。

3) リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

1) 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負

担額を計上しております。

3) 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合要支給額

の100％を計上しております。

4) ﾘ ﾌ ｫ ｰ ﾑ 保 障 引 当 金 賃貸人の退去リフォーム保障の費用に備えるため、退去リフォーム

保障規程に基づく期末要支給額の100％相当額を引当計上しており

ます。
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(4) 収益及び費用の計上基準

1) サービスフィー収入 サービスフィー収入は、当社が加盟店に対し、「センチュリー21マ

ーク等」又は「センチュリー21システム」の非独占的使用権を許諾

すること（以下、サービス）で、加盟店が不動産取引により受領す

る総売上高(不動産仲介手数料等)の６％相当額または、加盟店が自

ら売主となり販売したマンション・戸建住宅等の売買代金の0.36％

相当額であり、加盟店との契約に基づいて、このサービス提供を行

う履行義務を負っております。当該履行義務は、当社がサービスを

加盟店に提供した一時点において充足されることから、加盟店が顧

客より不動産仲介手数料等を受領した時点で収益を認識しておりま

す。

2) Ｉ Ｔ サ ー ビ ス 収 入 ＩＴサービス収入は、主に加盟店が利用する不動産ポータルサイト

への物件掲載料であり、加盟店との契約に基づいて、ＩＴサービス

の提供を行う履行義務を負っております。当該履行義務は、当社が

ＩＴサービスを加盟店に提供した一時点において充足されることか

ら、役務の提供が完了した時点で収益を認識しております。また、

ＩＴサービス収入は主に当社の役割が代理人取引に該当することか

ら、加盟店から受け取る対価の総額からＩＴサービスの仕入れ先に

支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

3) 加 盟 金 収 入 加盟金収入は、加盟店がサービスを受けるために契約締結時に支払

う加盟金と５年の契約期間満了時に支払う更新料であり、当社は契

約期間中サービス提供を行う履行義務を負っております。当該履行

義務は、当社がサービスを加盟店に提供する一定の期間において充

足されることから、主に契約期間において収益を認識しておりま

す。

4) そ の 他 その他は、主に加盟店向け商品（住宅ローン・保険等）の紹介手数

料であり、当該履行義務は、商品の引渡しまたは役務の提供が完了

した一時点において充足されることから、商品の引渡しまたは役務

の提供が完了した時点で収益を認識しております。
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2. 会計方針の変更

(「収益認識に関する会計基準」の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することと

いたしました。

これにより、加盟金収入については、従来、フランチャイズ契約時に一括して収益認識してお

りましたが、契約期間である５年間で収益認識することといたしました。また、ＩＴサービス収

入については、従来、顧客へのサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引につ

いては、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客から受け取る額か

らサービスの仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識することといたしました。この結

果、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用

しております。

ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前

の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用して

おりません。また、収益認識会計基準第86項また書き（1）に定める方法を適用し、当事業年度

の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基

づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減しており

ます。この結果、繰越利益剰余金期首残高は273百万円減少しております。

また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業

年度より「契約負債」に含めて表示することといたしました。

(「時価の算定に関する会計基準」の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしま

した。これによる、当事業年度に係る計算書類への影響はありません。
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3. 会計上の見積りに関する注記

貸倒引当金

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 83,851千円

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社は債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸

倒引当金として計上しております。加盟店向け営業未収入金に含まれる貸倒懸念債権の回収

不能見込額は、入金実績及び加盟店の経営状況等に基づく回収可能額に対する判断や、加盟

店との支払合意書の実行可能性に対する評価などの仮定に基づき行っております。ただし、

この見積りの前提とした仮定に変化が生じた場合には、貸倒引当金を増減させることになり

ます。

4. 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 266,306千円

5. 損益計算書に関する注記

関係会社との間の取引高

該当事項はありません。
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6. 株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式 11,325,000株

（2）当事業年度末日における自己株式の数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株 ) 902,546 51 － 902,597

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加51株であります。

（3）当事業年度に行った剰余金の配当

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

2021年６月23日
定時株主総会

普通株式 260,561 25 2021年３月31日 2021年６月24日

2021年10月28日
取締役会

普通株式 260,561 25 2021年９月30日 2021年12月１日

（4）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年６月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 208,448 20
2022年
３月31日

2022年
６月23日
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7. 税効果会計に関する注記

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (単位：千円)

貸倒引当金 25,675

賞与引当金 21,985

退職給付引当金 40,919

リフォーム保障引当金 8,814

資産除去債務 734

差入保証金 6,756

未払事業税 3,429

未払事業所税 378

未払金 11,733

未払費用 34,958

貸倒償却 2,860

電話加入権 2,449

契約負債 73,018

繰延税金資産小計 233,714

評価性引当額 △15,658

繰延税金資産合計 218,056

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △149,505

繰延税金負債合計 △149,505

繰延税金資産の純額 68,550

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.62%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.63%

評価性引当額の増減 △6.59%

未払法人税等充当差額 △0.03%

その他 △0.28%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.35%
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8. 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（1） 金融商品に対する取組方針

当社は、必要な資金はすべて自己資金により賄っております。余資は、譲渡性預金にて運

用しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である営業未収入金及び固定化営業債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は、主に市場価格の変動リスクに晒されております。有価証券は、資金運

用方針に従い、譲渡性預金として金融機関に対して、預け入れを行っているものであります。

長期貸付金につきましては、貸付先の信用リスクに晒されております。差入保証金は、主に

本社・事業所建物の賃貸借契約に伴うものであります。

営業債務である営業未払金、未払金、未払法人税等は、ほとんど１年以内の支払期日であ

ります。ファイナンス・リース取引に係る債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的

としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年以内であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権である営業未収入金及び固定化営業債権について、担当部が取引先の状

況をモニタリングし、残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

長期貸付金については、貸付先の財務状況を確認し、信用リスクを管理しております。

差入保証金については、信用度の高い企業と賃貸借契約を結ぶこととしております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部からの報告に基づき経営管理ビジネスユニットが適時に資金繰計画を作成・

更新することにより流動性リスクを管理しております。

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用して

いるため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等、次表には含まれておりません。

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,550,437 1,550,437 -

(2) 営業未収入金 463,946

貸倒引当金（＊） △46,660

417,285 417,285 -

(3) 有価証券 2,700,000 2,700,000 -

(4) 未収消費税 61,017 61,017 -

(5) 投資有価証券 930,150 930,150 -

(6) 固定化営業債権 37,006

貸倒引当金（＊） △37,006

- - -
(7) 長期貸付金 276,184

貸倒引当金（*） △184

276,000 276,000 -

(8) 差入保証金 89,008 89,057 49

資産計 6,023,899 6,023,948 49

(1) 営業未払金 143,552 143,552 -

(2) 未払金 102,570 102,570 -

(3) 未払法人税等 20,367 20,367 -

(4) リース債務 2,173 2,002 △170

負債計 268,663 268,492 △170

＊ 営業未収入金、固定化営業債権及び長期貸付金については、貸倒引当金を控除しております。

（注１） 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資 産

（1）現金及び預金、（2）営業未収入金、（3）有価証券、（4）未収消費税

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。また、貸倒懸念債権については、回収可能性を勘案し貸倒見積高を算定してい

るため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似し

ており、当該価額をもって時価としております。
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（5）投資有価証券

これらの株式の時価については、取引所の価格によっております。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額と取

得原価との差額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

株式 441,888 930,150 488,261

（6）固定化営業債権

固定化営業債権の時価は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し

ているため、決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似して

おり、当該価額をもって時価としております。

（7）長期貸付金

貸付金利を参考にした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（8）差入保証金

これらの時価については、将来キャッシュ・フローを期末から返還までの見積り期間に基づ

き、国債の利回り等を参考にした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債

（1）営業未払金、（2）未払金、（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（4）リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、リース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。
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（注２） 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 1,550,437 - - -

営業未収入金 463,946 - - -

有価証券 2,700,000 - - -

未収消費税 61,017 - - -

長期貸付金 - 276,000 - -

差入保証金 - 89,008 - -

合計 4,775,401 365,008 - -

（注３） リース債務の決算日後の返済予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債務 1,292 880 - - - -

合計 1,292 880 - - - -
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３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。

（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

株式 930,150 － － 930,150

資産計 930,150 － － 930,150

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － － 276,000 276,000

差入保証金 － 89,057 － 89,057

資産計 － 89,057 276,000 365,057

リース債務 － 2,002 － 2,002

負債計 － 2,002 － 2,002

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
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その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期貸付金

長期貸付金の時価は、貸付金利を参考にした利率で割り引いた現在価値により算定しており、

レベル３の時価に分類しております。

差入保証金

差入保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを期末から返還までの見積り期間に基づき、国

債の利回り等を参考にした利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分

類しております。

リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

9. 持分法損益等に関する注記

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。

10. 関連当事者との取引に関する注記

兄弟会社等

種類 その他の関係会社の子会社

会社等の名称 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社

資本金又は出資金 21,764百万円

事業の内容
システム開発、インフラ構築、ＩＴマネジメント等の

ＩＴソリューション事業

議決権等の所有(非所有)の

割合
－

関連当事者との関係 商品・サービスの購入、業務委託

取引の内容/金額 システム開発委託 / 509百万円

期末残高/科目 未払金 / 4百万円

― 41 ―

2022年05月24日 17時11分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



種類 その他の関係会社の子会社

会社等の名称 伊藤忠アーバンコミュニティ株式会社

資本金又は出資金 310百万円

事業の内容 マンション・オフィスビルの管理・サービス業務

議決権等の所有(非所有)の

割合
－

関連当事者との関係 商品・サービスの購入

取引の内容/金額 設備工事の購入・設備の購入 / 119百万円

期末残高/科目 未払金 / 0百万円

(注)1.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

2.上記の取引条件及び取引条件の決定方針については、他の取引先と同様の条件によっており

ます。

11. 収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

首都圏 関西圏 中部圏 九州圏 北海道 合計

サービスフィー収入 1,765,312 934,515 206,678 149,076 44,088 3,099,671

ＩＴサービス収入 343,326 － － － － 343,326

加盟金収入 105,175 64,795 23,025 11,416 4,055 208,466

その他 73,095 1,746 174 388 － 75,406

顧客との契約から生

じる収益
2,286,910 1,001,058 229,878 160,881 48,143 3,726,871

外部顧客への売上高 2,286,910 1,001,058 229,878 160,881 48,143 3,726,871
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２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「（個別注記表）1. 重要な会計方針に係る事項に関す

る注記 (4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)

期首残高 期末残高

契約負債 398,535 390,450

契約負債は、主に加盟金収入にかかる顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債

は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、158,868千

円であります。また、当事業年度において、契約負債が8,085千円減少した主な理由は、契約期間

の経過に伴う収益認識による契約負債の取り崩し等によるものであります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格

当事業年度末時点における未履行の履行義務残高は下記のとおりです。

(単位：千円)

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
合計

当事業年度 137,739 107,668 78,478 50,374 16,189 390,450

12. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 590円11銭

(2) １株当たり当期純利益 71円13銭

13. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

14. 金額の表示単位

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。但し、１株当たり純資産額及び１株当

たり当期純利益は、銭未満を四捨五入しております。

15. その他の注記

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

2022年５月24日
株式会社センチュリー21・ジャパン

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 富 永 貴 雄

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 今 井 仁 子

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社センチュリー21・ジャパン

の2021年４月１日から2022年３月31日までの第39期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい

う。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス

の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ

るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候

があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意

見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す

る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見

積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に

関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並

びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第39期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報
の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しま
した。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の
執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

2022年５月26日

株式会社センチュリー21・ジャパン 監査役会

常勤監査役

(社外監査役)
高 木 聡 ㊞

監 査 役

(社外監査役)
清 家 隆 太 ㊞

監 査 役

(社外監査役)
吉 澤 航 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりと致したいと存じます。

期末配当に関する事項

第39期の期末配当につきましては、安定的な配当の継続と当期の業績等

を勘案し、以下のとおりと致したいと存じます。

（１）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円 総額 208,448,060円
（注）中間配当を含めた当期の年間配当は、１株につき金45円となります。

（２）剰余金の配当が効力を生ずる日

2022年６月23日

― 49 ―

2022年05月24日 17時11分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



第２号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただ

し書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総

会資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり変更するものであり

ます。

（１）変更案第14条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報につ

いて、電子提供措置をとる旨の規定を設けるものであります。

（２）変更案第14条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に

記載する事項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

（３）株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現

行定款第14条）は不要となるため、これを削除するものであります。

（４）上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるもの

であります。
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２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第１４条（株主総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供）

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参

考書類、事業報告及び計算書類に記載又は表示を

すべき事項に係る情報を、法務省令に定めるとこ

ろに従いインターネットを利用する方法で開示す

ることにより、株主に対して提供したものとみな

すことができる。

（新設）

（削除）

第１４条（電子提供措置等）

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類等の内容である情報について、電子提供

措置をとるものとする。

②当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務

省令で定めるものの全部または一部について、議

決権の基準日までに書面交付請求した株主に対し

て交付する書面に記載しないことができる。

（新設） （附則）

第１条 変更前定款第１４条（株主総会参考書類

等のインターネット開示とみなし提供）の削除お

よび変更後定款第１４条（電子提供措置等）の新

設は、2022年９月１日から効力を生じるものとす

る。

第２条 前項の規定にかかわらず、2023年２月末

日までの日を株主総会の日とする株主総会につい

ては、変更前定款第１４条（株主総会参考書類等

のインターネット開示とみなし提供）はなお効力

を有する。

第３条 本附則は、2023年３月１日または前項の

株主総会の日から３か月を経過した日のいずれか

遅い日後にこれを削除する。
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第３号議案 取締役６名選任の件

本株主総会終結の時をもって取締役全員（６名）の任期が満了致しますので、

取締役６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び重要な兼職の状況、
当社における地位及び担当

所有する
当社株式
の 数

１

園
その

田
だ

陽
よう

一
いち

(1960年２月１日生)

1983年４月 伊藤忠商事株式会社入社

700株

1999年４月 同社 人事部人事企画室長

2001年６月 同社 欧州総支配人付 兼欧州人事総務部長

(ロンドン駐在）

2006年４月 同社 建設第二部長

2009年４月 同社 建設・不動産部門長補佐

2011年４月 伊藤忠アーバンコミュニティ株式会社

執行役員経営企画担当役員

2013年７月 伊藤忠都市開発株式会社

執行役員経営企画部長

2014年６月 同社 常務取締役経営企画担当役員

2018年４月 同社 専務取締役社長補佐

兼経営企画担当役員兼総合開発本部長

2019年６月 当社 取締役 兼専務執行役員企画本部長

2021年４月 当社 代表取締役社長 兼社長執行役員(現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び重要な兼職の状況、
当社における地位及び担当

所有する
当社株式
の 数

２
細
ほそ

谷
や

直
なお

樹
き

(1961年12月17日生)

1986年４月 成城町田リハウス株式会社入社

16,100株

1998年４月 当社 入社

2008年７月 当社 東京フィールドサービス部長

兼トレーニングサービス部長

2016年４月 当社 フランチャイズサポート本部長

兼広告・商品開発部長兼トレーニングサービ

ス部長兼お客様相談室長

2016年６月 当社 取締役フランチャイズサポート本部長

兼広告・商品開発部長兼トレーニングサービ

ス部長兼お客様相談室長

2017年４月 株式会社ietty 社外取締役

2018年１月 当社 取締役フランチャイズサポート本部長

兼広告・商品開発部長兼トレーニングサービ

ス部長兼お客様相談室長兼ＦＣコンサルティ

ング室長

2018年４月 当社 取締役フランチャイズサポート本部長

兼広告・商品開発部長兼トレーニングサービ

ス部長兼ＦＣコンサルティング部長兼お客様

相談室長

2019年６月 当社 取締役 兼執行役員フランチャイズサポ

ート本部長兼広告・商品開発部長兼トレーニ

ングサービス部長兼ＦＣコンサルティング部

長兼お客様相談室長

2020年４月 当社 取締役 兼執行役員フランチャイズサポ

ート本部長兼ＦＣコンサルティング部長兼お

客様相談室長

2021年10月 当社 取締役 兼執行役員フランチャイズサポ

ート本部長兼ＩＴサポート部長兼ＦＣコンサ

ルティング部長兼お客様相談室長

2022年４月 当社 取締役 兼執行役員営業本部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び重要な兼職の状況、
当社における地位及び担当

所有する
当社株式
の 数

３
荒
あら

木
き

稔
みのる

(1965年４月４日生)

1988年４月 伊藤忠商事株式会社入社

－株

2001年４月 同社 大阪建設部大阪建設第二課長

2005年４月 同社 建設部建設第三課長

2006年４月 同社 業務部

2009年４月 同社 建設第二部長代行

2011年４月 同社 建設第二部長

2015年４月 同社 住生活・情報経営企画部長

2018年４月 同社 建設・物流部門長代行

2019年４月 同社 建設・不動産部門長代行

2019年６月 当社 社外取締役

2021年４月 当社 取締役 兼執行役員企画本部長

2022年４月 当社 取締役 兼執行役員経営管理本部長兼法

務ガバナンスビジネスユニット長(現任)

４
赤
あか

松
まつ

和
かず

人
ひと

(1966年11月28日生)

1991年４月 伊藤忠商事株式会社入社

－株

2007年６月 ＡＤインベストメント・マネジメント株式会

社出向 取締役

2011年４月 伊藤忠商事株式会社 建設第一部

建設事業統括室長

2012年４月 同社 建設・金融部門企画統轄課長

2016年４月 同社 建設第一部長代行

2019年４月 同社 建設第二部長代行

2021年３月 株式会社マーキュリアインベストメント

社外取締役

2021年４月 伊藤忠商事株式会社 建設第二部長(現任)

2021年６月 当社 社外取締役(現任)

2021年７月 株式会社マーキュリアホールディングス

社外取締役(現任)
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び重要な兼職の状況、
当社における地位及び担当

所有する
当社株式
の 数

５
初
はつ

澤
ざわ

剛
つよし

(1959年11月16日生)

1983年４月 株式会社第一勧業銀行入行

－株

2008年４月 株式会社みずほコーポレート銀行 ディスト

リビューション部長

2011年５月 みずほ信託銀行株式会社 信託総合営業第二

部長

2012年４月 同行 執行役員 信託総合営業第二部長

2014年４月 株式会社みずほフィナンシャルグループ 常

務執行役員

みずほ信託銀行株式会社 常務取締役 兼常務

執行役員

2015年４月 みずほ信託銀行株式会社 取締役

2015年７月 株式会社みずほフィナンシャルグループ監査

委員会付理事

2017年６月 日本土地建物株式会社 常務執行役員

住宅企画部・住宅事業開発部・住宅事業推進

部 総括担当、人事部 担当

2019年４月 同社 専務執行役員

住宅企画部・住宅事業開発部・住宅事業推進

部 総括担当、人事部 担当

2020年４月 中央日本土地建物グループ株式会社 常務執

行役員

日本土地建物株式会社 代表取締役 専務執行

役員

住宅企画部・住宅事業開発部・住宅事業推進

部 総括担当、人事部・総務部 担当

2020年６月 当社 社外取締役（現任）

2021年４月 中央日本土地建物株式会社 専務執行役員

住宅業務部・住宅事業開発部・住宅事業推進

第一部・住宅事業推進第二部・品質管理部

担当（現任）

中央日土地レジデンシャルサービス株式会社

代表取締役社長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び重要な兼職の状況、
当社における地位及び担当

所有する
当社株式
の 数

６
吉
よし

本
もと

好
よし

伸
のぶ

※

(1962年４月10日生)

1986年４月 住友信託銀行株式会社入社

－株

2006年６月 同社 八王子支店長

2009年５月 同社 企業情報部長

2010年４月 同社 不動産営業第三部長

2012年４月 三井住友信託銀行株式会社

不動産営業第三部長

2015年４月 同社 執行役員不動産営業第三部長

2016年４月 同社 執行役員

2017年４月 同社 上席理事 情報開発部主管

2019年４月 三泉トラスト保険サービス株式会社

取締役社長

2022年４月 東西土地建物株式会社 取締役社長(現任)

(注) 1． ※印は新任の取締役候補者であります。

2. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

3. 赤松和人氏、初澤剛氏及び吉本好伸氏は社外取締役候補者であります。

4. 社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割

①赤松和人氏につきましては、総合商社で担当された不動産関連ビジネス並びに経営企画部署

での業務を通じて培われた知識・経験等を踏まえ、特に事業戦略や経営全般について積極的

に意見を頂くなど、社外取締役として業務執行に対する監督といった適切な役割を果たして

頂いております。こうした理由から、今後も当社の業務執行に対する適切な監督と経営全般

にわたる大局的な見地から有益な助言を頂けるものと判断し、社外取締役として選任をお願

いするものであります。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は本株主総会終結の時をもっ

て１年となります。

②初澤剛氏につきましては、金融業界及び不動産業界で長年培ってきた専門的な知識・経験に

加え、企業の経営層としての経験等に基づき、特に事業環境やリスク管理をはじめとするガ

バナンスについて積極的に意見を頂くなど、社外取締役として業務執行に対する監督といっ

た適切な役割を果たして頂いております。こうした理由から、今後も当社の業務執行に対す

る適切な監督と経営全般にわたる大局的な見地から有益な助言を頂けるものと判断し、社外

取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。また、同氏が再任され就任した場

合、同届出を継続する予定であります。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は本株主総会

終結の時をもって２年となります。

③吉本好伸氏につきましては、金融業界で長年培ってきた専門的な知識・経験に加え、企業の

経営層並びに不動産業界における経験等に基づき、特に経営並びに事業環境やリスク管理を

はじめとするガバナンスに対し適切な監督と経営全般にわたる大局的な見地から有益な助言

を頂けるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は

取締役選任が承認可決された場合は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出る予定です。
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5. 当社は現在、赤松和人氏、及び初澤剛との間で損害賠償責任の限度額を法令の定める最低責

任限度額とする責任限定契約を締結しております。各氏が再任され就任した場合、当社は各

氏との間の責任限定契約を継続する予定であります。また、吉本好伸氏の取締役選任が承認

可決された場合は、当社は同氏との間で損害賠償責任の限度額を法令の定める最低責任限度

額とする責任限定契約を締結する予定であります。

6． 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して

おり、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に

係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填することと

しております。但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事

由があります。なお、全ての取締役候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとな

り、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第４号議案 監査役３名選任の件

監査役高木聡氏及び清家隆太氏は本株主総会終結の時をもって辞任され、監

査役吉澤航氏は本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、あらた

めて監査役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の 数

１
秋
あき

田
た

尚
ひさ

史
し

※

(1961年２月７日生)

1983年４月 伊藤忠商事株式会社入社

－株

2009年４月 同社 建設・不動産部門 企画統轄課長

2011年４月 伊藤忠ハウジング株式会社

執行役員法人営業部長

2013年６月 同社 常務取締役

2015年６月 インドネシア・カラワン工業団地

代表取締役

2020年６月 伊豆大仁開発株式会社 代表取締役

2022年４月 当社 顧問(現任)

２
野
の

原
はら

佳
よし

記
き

※

(1974年３月21日生)

1997年４月 株式会社三井住友銀行入行

－株
2008年８月 伊藤忠商事株式会社入社

2014年８月 同社 統合リスクマネジメント部企画統轄室

2020年８月 同社 統合ＲＭ部企画・リスク統轄室長代行

2022年５月 同社 住生活事業・リスク管理室長(現任)

３

吉
よし

澤
ざわ

航
こう

(1972年１月10日生)

1994年４月 新宿監査法人入所

－株

1994年10月 中央監査法人入所

1999年３月 メリルリンチ証券会社東京支店入社

2005年８月 スパークス・キャピタル・パートナーズ株

式会社入社

2007年４月 株式会社モルガン・スタンレー・プロパテ

ィーズ・ジャパン入社

2008年５月 ジャパン・ビジネス・アシュアランス株式

会社入社

2011年10月 吉澤公認会計士事務所開業代表(現任)

2012年５月 ブライト・パートナーズ株式会社設立代表

取締役(現任)

2014年６月 当社 社外監査役(現任)

(注) 1. ※印は新任の監査役候補者であります。

2. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

3. 野原佳記氏及び吉澤航氏は、社外監査役候補者であります。
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4. 社外監査役候補者の選任理由

①野原佳記氏につきましては、伊藤忠商事株式会社にて、当社の属する事業部門の所属であ

り、同社での豊富な経験と高い見識に基づき経営監視機能の更なる充実が図れると判断した

ため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

②吉澤航氏につきましては、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等を、当社の監

査体制に活かしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。な

お、同氏は株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれ

のない独立役員として届け出ております。また、同氏の再任をご承認いただいた場合、同届

出を継続する予定であります。また、同氏の当社社外監査役就任期間は本株主総会終結の時

をもって８年となります。

5. 当社は現在、吉澤航氏との間で損害賠償責任の限度額を法令の定める最低責任限度額とする

責任限定契約を締結しております。同氏が再任され就任した場合、当社は同氏との間の責任

限定契約を継続する予定であります。また、秋田尚史氏及び野原佳記氏の監査役選任が承認

可決された場合は、当社は両氏との間で損害賠償責任の限度額を法令の定める最低責任限度

額とする責任限定契約を締結する予定であります。

6． 当社は、監査役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して

おり、被保険者である監査役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に

係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填することと

しております。但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事

由があります。なお、全ての監査役候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとな

り、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第５号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１

名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株式の数

石
いし

井
い

剛
たけし

(1970年８月８日生)

1995年４月 伊藤忠商事株式会社入社

－株

2000年９月 伊藤忠シェアードマネジメントサービス株式会社

出向

2006年４月 伊藤忠商事株式会社

経理部決算管理室 兼 人事部

2012年４月 同社 経理部ＩＦＲＳ決算推進室長代行

2014年５月 同社 経理部ＩＦＲＳ決算推進室長代行 兼 経理部

連結決算管理室長代行

2014年８月 ITOCHU Minerals & Energy of Australia Pty

Ltd.出向 DIRECTOR&CFO(シドニー駐在)

2016年５月 伊藤忠豪州会社

兼 ITOCHU Minerals & Energy of Australia Pty

Ltd.出向 DIRECTOR&CFO(シドニー駐在)

2017年２月 伊藤忠商事株式会社 業務部

2020年８月 同社 住生活経理室長

2021年５月 同社 住生活カンパニーＣＦＯ補佐

兼住生活経理室長(現任)

(注) 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. 候補者は、補欠社外監査役候補者であります。

3. 補欠社外監査役候補者の選任理由

石井剛氏につきましては、伊藤忠商事株式会社にて、豊富な職能部門の経験を持っており、

同社での豊富な経験と高い見識に基づき経営監視機能の更なる充実が図れると判断したた

め、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

4. 石井剛氏の補欠監査役選任が承認可決され、同氏が監査役に就任した場合は、当社は同氏と

の間で損害賠償責任の限度額を法令の定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結する

予定であります。
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5． 当社は、監査役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して

おり、被保険者である監査役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に

係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填することと

しております。但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事

由があります。なお、石井剛氏が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険

者となる予定であります。

― 61 ―

2022年05月24日 17時11分 $FOLDER; 61ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（ご参考）役員の多様性確保

当社の取締役会は、実効性ある議論を行うのに適正な規模、また、当社の経営戦

略の推進を監督していくうえで必要な知識、経験、能力等のバランスを備えた多様

性ある人員で構成することを、基本的な考え方としています。

氏 名 地 位

専門性と経験/

経営全般
不動産業界

経験

園田 陽一 代表取締役 ○ ○

細谷 直樹 取 締 役 ○ ○

荒木 稔 取 締 役 ○ ○

赤松 和人 社外取締役 □ □

初澤 剛 社外取締役 □ □

吉本 好伸 社外取締役 □ □

秋田 尚史 常勤監査役 □ □

野原 佳記 社外監査役

吉澤 航 社外監査役 □
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(注)1．社内取締役については、知見・経験を有する分野を「○」とし、常勤監

査役・社外取締役・社外監査役については、特に貢献することが期待される専門

的視点・高い見識の分野につき「□」としております。

2．本株主総会の第３号議案・第４号議案が承認可決された場合の構成を記載し

ています。

特に貢献が期待される分野

営業/マー
ケティング

ＩＴ・情報 財務・会計 人事・労務
法務・
コンプラ
イアンス

リスク管理
/環境

/事業継続

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

□ □

□ □ □ □

□ □ □

□ □

□ □ □

□ □

以 上
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表参道ヒルズ

キディランド 表参道

青山学院

JCB本社

スパイラル
ホール

渋谷教育学園
宮下公園

明治神宮前駅 表参道駅

明治神宮
代々木公園

竹下通り

ラフォーレ原宿

国立
代々木競技場 Aoビル

交番伊藤病院

明
治
通
り

原
宿
駅

み
ず
ほ
銀
行

青
山
通
り

Ｊ
Ｒ
埼
京
線
・
山
手
線

ザ ストリングス 表参道

表参道

千代田線 表参道駅

みずほ

銀行

銀
座
線
・
半
蔵
門
線
・
千
代
田
線

ザ ストリングス

表参道

B3

B4

A3

B5A1

A2

交通のご案内

東京メトロ千代田線

「表参道」駅下車Ｂ５番出口直結

東京メトロ銀座線

「表参道」駅下車Ｂ５番出口直結

東京メトロ半蔵門線

「表参道」駅下車Ｂ５番出口直結

ＪＲ山手線「原宿」駅より徒歩15分

表参道駅地図

会 場 ご 案 内 図
会 場 ザ ストリングス 表参道

東京都港区北青山三丁目６番８号

電話03（5778）4186
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